
現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

2,708 1,300 1,408

食料品や防災資
機材の購入

【備蓄食料品】
アルファ化米1,550
食、備蓄用パン1,000
袋、ゼリー飲料80個
【防災資機材】
発電機1台、発電機車
輪キット3セット、ビ
ブス20枚、オイルヒー
ター2台、仕切りテン
ト35個、照明セット1
台、カゴ車3台、簡易
ベッド35台、罹災証明
物品、医薬品

財源内訳（単位：千円）

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

引き続き、食料等の生活関連物資、防災資機材の備蓄を計画的に進める。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

危
機
管
理
課

防災資機材整備事業

災害への対処や災害時の避難場所等にお
ける市民生活の安定を図るため、防災資
機材や食料品等の生活関連物資を備蓄す
る。なお、大規模災害時には、自主防災
組織が担う役割が大きいことから、救
助・応急対策時に必要となる資機材を貸
与し、自主防災組織の活動を支援する。

アルファ化米、仕切りテント、
簡易ベッド等の購入

現状継続 現状継続

担
当
課

事業名 事業内容 事業費

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-1 防災対策・災害復興の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-1-2 防災対策の推進
事業を休止や終了とするもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

72 72

市が計画する防
災訓練の実施
自主防災組織等
が計画する防災
訓練の支援

【水防訓練】
市、消防、消防
団、陸上自衛隊、
建設業協会　計
102人　(7月26日)
【災害対策本部訓
練】（10月25日）
【避難所開設・運
営訓練】
40名（3月22日）

財源内訳（単位：千円）

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

引き続き、市が主催する防災訓練（水防訓練、図上訓練、総合防災訓練、伝達訓練等）を計画的に実施する。また、町内会、自治会等の自主防災組織が
行う防災訓練への支援を実施する。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

危
機
管
理
課

防災訓練事業
災害時における円滑な応急対策のため、
市民・関係機関の参加のもと、各種防災
訓練を実施する。

水防訓練　市、消防、消防団、
陸上自衛隊、建設業協会　計102
人　(7月26日)

現状継続 現状継続

担
当
課

事業名 事業内容 事業費

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-1 防災対策・災害復興の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-1-2 防災対策の推進
事業を休止や終了とするもの



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

642 642

出前講座等の実
施
要綱に基づく助
成

助成金交付　6件
出前講座等　22件

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 3 だれもが安全に暮らせるまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 3-1 防災対策・災害復興の推進
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 3-1-2 防災対策の推進

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

危
機
管
理
課

防災資機材整備事業

災害への対処や災害時の避難場所等にお
ける市民生活の安定を図るため、防災資
機材や食料品等の生活関連物資を備蓄す
る。なお、大規模災害時には、自主防災
組織が担う役割が大きいことから、救
助・応急対策時に必要となる資機材を貸
与し、自主防災組織の活動を支援する。

自主防災組織又は自治会、町内
会等が行う防災活動に対し助成
金を交付
交付件数　6件

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）担

当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

北海道胆振東部地震の発生により、市民の防災に対する意識はさらに高まっており、地域において自主防災活動への取組が積極的に進められている。災
害時においては、自主防災組織の果たす役割が大きいことから、今後も出前講座等による啓発のほか、防災活動に対して助成金の交付を行い、組織の結
成及び育成を図る。


